7-5　中期行動計画推進特別委員会

1. 特別委員会の予算

　予算；1,000,000円
2. 特別委員会の業務

(1) 中期行動計画の策定とそのフォローアップ

中期行動計画検討特別委員会(広瀬典昭委員長)は平成16年4月に建設コンサルタンツ協会中期行動計画案を策定し、5月開催の理事会において原案どおり承認された。これを受けて行動計画の施策を具体的に検討、実施していく部署、活動の方針を審議するとともに活動の成果の評価と方針の見直しの審議を行うものである。

(2) 特別委員会の構成

中期行動計画推進特別委員会は常任委員長（大島一哉）を委員長とし、施策を担当する本部委員会の長ならびに各支部の代表と事務局代表さらに常任理事会指名の者によって構成する。中期行動計画に掲げる施策を担当する部署は付表1に示す。

3. 主な活動の記録

(1) 特別委員会の開催
第1回特別委員会：平成18年6月14日(水)

第2回特別委員会：平成18年11月8日(水)

(2) 職業倫理啓発委員会の発足

中期行動計画の施策である倫理を促す協会制度の創設および倫理の堅持の支援を実施していくには、検討･施策を専門に実施する委員会を設立することが対外的にも得策であると結論し、平成18年11月1日に総務部会の下に職業倫理啓発委員会を発足させた。

4. 次年度の活動について

年度当初には、平成18年度活動の成果と評価に基づいて、各施策の中期計画を見直すとともに、これに基づいた新年度の年度計画を討議する。また、年度中間には活動の年度中間報告ならびにその評価を行う。

（中期行動計画推進特別委員会委員長

　　　　　　　　　　　　　　　　大島　一哉）

付表1　中期行動計画施策担当委員会一覧

	施　　策
	位置づけ
	担当委員会

	1-1
	プロポーザル方式拡大の推進
	重：5年で成果
	業務システム委員会

	1-2
	適正な選定基準、選定過程の確立
	重：5年で成果
	業務システム委員会

	1-3
	適正な登録制度の確立
	一定成果
	企画委員会

	1-4
	適正な選定制度の確立
	一定成果
	QBS検討WG

	1-5
	適正な責任担保制度の確立
	一定成果
	総務委員会

	1-6
	適正な再委託制度の確立
	一定成果
	企画委員会

	1-7
	適正な発注ロットの確立
	一定成果
	業務システム委員会

	1-8
	適正な知的財産権の運用の推進
	一定成果
	総務委員会

	1-9
	技術者の能力開発と活用
	重：継続活動
	CPD委員会

	1-10
	適正な資格制度の確立
	一定成果
	RCCM資格制度部会

	1-11
	適正な報酬体系の確立
	一定成果
	報酬積算体系検討委員会

	1-12
	職業法制定の推進
	一定成果
	企画委員会

	1-13
	経営基盤強化・安定の支援
	継続活動
	経営委員会
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ委員会

	1-14
	技術開発支援
	継続活動
	技術委員会

	2-1
	建設コンサルタントの役割の提案
	一定成果
	設計体系特別委員会

	2-2
	マネジメント領域拡大の支援
	重：5年で成果
	ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ委員会

	3-1
	倫理を促す協会制度の創設
	一定成果
	職業倫理啓発委員会

	3-2
	倫理の堅持の支援
	重：継続活動
	職業倫理啓発委員会
独禁法に関する委員会

	4-1
	社会資本整備のあり方の提言
	重：継続活動
	企画委員会

	4-2
	社会貢献活動への参画
	重：継続活動
	広報委員会
情報委員会
各支部


